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「-10.5く珈 まで流業する工事を実に 東日本大震災日讃こ]剣 |1麟が辛うじて津波を被らず、苛酷事故を回避
しえたのヤよ この工事があったから
:東京電力に対して|よ チリ津波級で、福島第

二、第二原発ともt     の海水ポンプが津波を被るなど、
運用不能となる蜘 洋J明したことを受け、20∞年眺な 東京電力と粘り強く交晩 これま将来予測の話では
なく、現実にあったチリ津波への対処の問題で、指摘直後に対策を講ずるべき問躍L東京電力|よ この指摘を
■貫して無視し、苛酷事故を招く。「想定外の津波高さ」どころな 現実の津波対策さえ講じなかつた東京電
力の責任は重大

○福島第¬厩恕朝輿まこの六重の危険が一挙に顕在化
○ 膀統の危険l対 る」運動櫛ま明発・核燃からの開山 明溌ゼロ」運動でも有効

2)、 R伽 士コ 読者が住民運動を支える
○この間の 町ずんぱつ」読者の増咸―二首都圏の読者の拡大が目立つ
*町ずんばっ」

…

-197人
:J雛面 、議 、岩手1、 福認 、備 、群部、梯 、埼蜘 、東懃 、神剌 IB2、 間 、細 、口 、
月痴 2、 奈良1、 螂 、広部 、出
*町ずんばつ」読者の減数―∞人
:J馳 、静 、牌 、勤 、福島16、 訪 、栃木1、 部 、欄 、東京り、欄 |に、静岡1、 岬 、長
野1、 新潟1、 福井1、 コ 、潤 、期 、卿 、岡山1、 広島1、 山口1、 動 、佐賀1
*町ずんばっ」誌置男たたば刊|lf割鞠ヽ 妻委員の大奮闘
○目標を剛ガ編辞蹴大を

の、チェルノブイリ原発事故から30年「ベラルーシ・ウクライナの旅」報告書
○「ベラルーシ・ウクライナの施  (201649月 28日～10月 6日 )の報告書『フクシマ参事を繰り返さないためl刻 の刊
行体の泉L2017`胃月28日初褥
*鐸湘n,ooo円
*800音β
*`慮立ち超筆市J
O積極的に普及を

41、 財政報告について
会(11月 18日 )はこの間の財政運営について、聯 つヽ健全に行われていることを確認したことを報告

*4拒引代表櫂駆肇会は事彫務司からC培足算珊彫卦書■F受け、審議
*全国代表委員会は安部喧三会計監査委員の会計監査報告を受ける

5)、 スタッフの若返りは喫緊の課題
(川
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東蔚動い 月岬り|1智囁 殿
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福島第二原発事故から648ヵ月を経過し、福島は「転換期」を迎えていま丸
福島の「避難指示区域」等があった12市町村のうち201曽開月1日までに10市町村で「帰還宣言」(「帰週因調型力 を除
いて)が出されましたが、現在も10万人を超える人々が故郷に戻れないでいますし事故直前、12市町村の避難区域に住んで
いた住民登調薩敦は147,475人で99,743ノuゞ戻れないでいま丸 67.“抹にものぼっていますLさらに、国がいう「自主避難
者」12017年 3月で支援を打ち切りられるまつ 万人を超えていましたが、その帰還者数は公表されておらず、実際に|よ こ
れらの人々を合わむりま 11万人以上のル があ硼磁こ涙れないでいますb空前絶後の参義瑶熟 てヽいま丸
その背景には、国と,約拝夢リカ湖醗簿敬の力嵯華誕:を認めず、被災者・い 、事故収束緒和聾 に巧たり組んでい
ないことが指摘されま丸
国と東電は、このような問題の深刻さに正面から向き合うことを回避して、あろうことか「福島切り捨て」に舵を切つて
いま丸
それま、福島大参事を顧みもせず、下方的1硼鑽麟牙解除と 蛎還宣言」することと合わせて、賠償等を打り ったこと
ld梢釣|し示されていま丸
また、原子力規制委員会は、        隆審査とlulllこ、原発事故を起こした東電の原子力事業者の「適階l■」を
問いながら、その審議経過にも反して■転 鵬 性」を認めたことに示されていま丸
さらに、、東電がれ纂み旧帰 の再稼働に軸足を移したことに示されていま丸
私たちは、この 1事換」を断じて許すわけにはいきません。
私たち|よ 国と東電が福島第■原発事故に対する加唐責任を率直に認め、根本的反省を行い、被災者・被災地対策、事故
収束対策などに真摯に取り組むことを改めて要請しま丸
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記

I、 被災者・被災地に対する抜本対策について

Ct被災地・福島を見る視点として、「故郷に帰った人 」々 聯刻に帰れない人 」々 嘱島に住み続けている人 」々という
枠組みで全体を見たうえで、被災者 0被災地に対する抜本対策が必要と考えま丸
私たちは、それぞれの人 の々中 ・調査嶽 めま丸
私たちは、それぞれの人々の要求を聞き、意向に沿つた支援策を要求しま丸
私たちは、事故時18歳未満の人々が健康診断を望む場合、生涯いつでもどこでも無料で対処できる仕組みを作ることを
歎 しま丸
②、国と東電は原子力災害の被害がつづく限り、当然 貝剖等肇勧 あ`ることは自明のこと税
また、損害賠償の集団訴訟で、国が決めた「中間鵬詢 を超える判決(3月      9月       10月―福島地
調 が続いていますし被害実態に対し、きわめで協讚で九
私たち|よ 被害が続く限り、賠償される仕組み作りを要求しま丸
私たちは、「中間指針」を見直し、賠償の新たな枠組みを作ることを要求しま丸
③、原発事故は福島の浜通り地方に、余りにも急速で極端な人口減少をもたらしました 町民が納める税金でl■llTを維持で
きません。広域的合併がいわれますが、原 帰還者の多くは高齢者が圧倒的Q行 政の支援と襲 とする人たちで九
広域的創第動 な荒廃をもたらす宛験性がありま丸
私たちは、存続の危機にある自治体への特別な支援策を要求しま丸

C、 福劇熙髪釧0基廃炉と安全な廃炉作業は、福島県民の安全・安いな暮らしの大前提で九 福島大学の調査(201779月 6
日)でも、[不安なこと,つらいこと」では「原発の廃炉までに事故が起きない力可71.4%を占めていますЪこれは故郷ヘ
「帰りたい人 」々が帰れなし理由の大きな部分を占めていま丸
私たち|よ 福劇熙姓飢0基廃炉を要求しま

｀
九

私たちは、廃炉作業が着実に進むためには、              日威策が必要と考えます:現在の何重もの下
請け方式を改め、国や東電が直接責任を持つ雇用方式に改めることを要求しま丸
私たちは、労働者の健康管理について、退職後も含めて身近な医療機関で受信できるよう            の
交付などの仕組みを作ることを要求しま丸

Ⅱ、 唱島切り捨て」について

C、 私たちは、国の 駆難指示区域」等の解除と合わせて、被害が継続しているの1硼繹 を打ち切つたことはありえない
ことと考えますし断固抗議しま丸
C、 私たち|よ 原子力規制委委員会が東電の原子力事業者として「適階陶 について、審議経過に反して下転認めたことに、
強く抗議しま

｀
九

Ct私たちは、福島第■原発事故を起こした東電が棚 旧帰 の再稼働に軸足を移していますЪこれは東電の「福島切り
捨て」の最たる現れで丸 断じて許されまtん。

Ⅲ、東電a濯聾

'1]源

j惣脳百稼働C)畷錦請担 について

Cヽ 東詞端       こし         しかも、被災者・被災地緒和勲 取り組みが見らば熱 なヽかで、
東電が有罪科旧機 の再稼働に軸足を移すことなどはありえないこと税
私たちは東電が柏崎刈羽原発の再稼働の「適格陶 をまったく持っていないと考えま丸 東電はこの考えについて、ど
う答えますか?
Ct原価自2005年囲条 福島原発簾 、第⇒はチリ津波(D抑0級の津波で     の海水ポンカ 導戦を被るか、
引き潮時は海水収水が不能となるかして、       を喪失し、苛響唇瑚じ墜ヒ列箇食性があることを指摘して、東電に
繰り返し抜本対策を要求してきました
東動ま その後、「将来予測の津波15。 7イ司 について認識する‐方、福島原発建設以前の津波に対する備えもないこと
を認識していながら、なんらの対策をとらず、今回事故翻 きました。「1∞欲の爬地 で 丸
私たちは、東電がこの検証さえ行つていない状況を前にして,事業者の 臨 陶 力`ないと指摘することに異存はない
と考えますが、東電はどうですか?
東電が 昨t溶融=メルトダウИ について、その定数 判断基準が災害対策ヤニュアノL/1こ明記されており、それにも
とづいて判断していれば事故時の3月 14日早朝にメルトダウンと判断されたことが、5年 後の2016T2月 になって明らか
にされました 東電ま明に 町で省と割 選を公表しますが、その中では判断基準があり、炉らL翻に至っていると認識
しながら、だれからもその存在や認識が発信されなかったことを認めていますとしかし、なぜ、そうなったのかという根
本間劃

…

だ言及はありません。       員会で、これらの経過が明ら力ヽこなりましたが、東電の真摯な対
応は見られません。。
私たちは、これの一つとっても 聯 陶 はないと考えますが、東電はどうですか?
③、米山隆‐新潟県知事は、原発事故の原因究朋、事故の健康0       避難計画の三つの検証委員会をスタートさ
せ、三つの検証を強調していま丸
私たちは、三つの検証は常識的なものと考えますが、東電はどうですか?
Ct私たちは、東電1馴 旧帰 の再稼働の 臨 陶 がないばかりでなく、語る資格さえないと考えま丸

Ⅳ、事故対応費、廃炉費用の国民負担について

国は中購k事故対応費俎.9兆円のうち15。 9兆円を東電の負担や国がもつ東電株の売却益爛賄う枠組みをまとめました
原賠・¨ 事故対応費の枠組みは、熟

…

請求にもとづいて国が同機構を通じて東電に交付し、東電が被害
者に支払うとされま丸 国からの魏 は東電と他の肝 力勒 ■搬負担金として、東議辞報1損担金としても麟 して
いま丸

(8)
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①、この負担金の中身ですが、同機構は事故対応費は本来、事前に措置すべきものであったが、それを怠っていたから事後
分として電気料金で「後取り」するという前代未間のもので九
事業者が「怠っていた」のではなく、国が原子力損害賠償法成立時、原子力災害の被害額の試算和 、それが当時の
国家予算相当額であることを承知しながら、国会審議でもその事実を隠して、措置額を「1事業者当たり50億円(現在1.20
鋪認電)」 と意図的セ司錮 こした歴史的「詐欺行為」が背景にあり、この社会的責任が改めて問われるもの観
東電は、この経過を認めますか?
②、事故対応費は電気料金として国民負担。また「国が前面に出る」とした事故対策費は税金から支払われます;つまり、
申 |が て国敗 担とされていま｀九 東議まこれを設 ま つ ?
C、 廃炉費用についても事情は基本的に同じで九 東電はこれを認めますか?
Cヽ 原発開殉ま「国策民営」という国と電力の責任のなすり合う無責任体制で推進されましたが、この事故対応費、廃炉費
の構造にも悪しき無責任体制が貫通しています:東電はこれを認めますか?
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更田豊志・原子力規制委員会委員長 殿

―以下  「申し科り銘」や 励文」1針

記

I、 被災者口被災地に対する抜本対策について

Ct私たちは、国や東電に対して、被災地 0福島を見る視点として、「故郷に帰った人 」々 :螂こ帰れない人 」々 嘱島
に住み続けている人 」々という枠組みで全体を見たうえで、改めて被災者・被災地に対する抜本対策を要求していま丸
規昨曜シ翼朝顎労刊拠こいいて、これ和 にい てヽ耐 ること神 しま丸

Cヽ 原子力災害の被害がつづく限り、国と東電に|よ 当然 賠償責任があることは自明のことt
また、損害賠償の集団訴訟で、被害実態に対してきわめて低額ですが、国が決めた「中囲 を超える判決(3月―前
橋地乳 9月一千葉地乳 10月―福島地調浙 てヽいますし私たちは、被害が続く限り、賠償される仕組み作りを要求し
ていま丸
規制委の活動においても、この視点からの対応を要求しま丸
■連の集団訴訟で規制委関係者が い 役として登場するケースがありますが、自粛すべきで九

Cヽ 原発事故は福島の浜通り地方に、余りにも笏 な人口減少をもたらしました。町民が納める税金で回町を維持で
きません。広域的合併がいわれますが、旅 り詢 多くは高齢者が圧倒的Q行 政の支援を必要とする人たちt
広域的合併は広域的な荒廃をもたらす危険性があります:私たちは、存続の危機にある自治体への特別な支援策を要求し
ていま丸
規甲摩菫澪騨力|こいいても、この戦L焦む らヽの航 を駄 しま丸
④、事故に力功流あ期 Ш廃棄物の見通しある対策、雌 を払拭する      に対する抜外奏麻む力減狸事α九
規制夕劉劉蒙礎

“

勁増肖を大前提とする取り組み林 しま
｀
九

⑤、福島原発全10基廃炉と安全な廃炉作業は、福島県民の安全・安いな暮らしの大前提です:福島大学の調査(201π円月6
日)でも、[不安なこと,つらいこと」では「原発の廃炉までに事故が起きない力」71.4%を占めていますLこれは故郷ヘ
剛景りたい ル 」カツ刷づ蟄し理由の大きな部分を占めていますし私たちは、福島原発全10基廃炉と廃炉作業の着実な前
進の前提として、現場窺燿耀鉤硫郎剥因威策、身分保障や 医療保障等を要求していま丸
私たちは、この点で、規制委としての格段の役割を果たすよう要求しま丸

Ⅱ、 唱島切り捨て」について

①、私たちは、国の「避難指示区域」等の解除と合わせて、被害が継続しているの1硼繹 を打ち切つたことはありえない
ことと考えま・九 断固抗議しま丸
②k私たちは、規制委が東電の原子力事業者として 聯 陶 について、審議経過に反して■転認めたことに、強く抗議し
ま丸
C、 私たちは、福島第■原発事故を起こした東電が、棚 明帰 の再稼働に軸足を移していますLこれは東電の「福島切
り捨て」媛 たる現れで九 断じ喘 されまtん。

Ⅲ、東電の柏崎刈羽原      剛 について

Ct東電は福島原発事故を起こした原子力事業者で九 しかも、被災者・被災地対策に真摯な取り組みが見られないなかで、
東電がれ纂継旧麟 の再稼働に軸足を移すことなどはありえないこと観
私たちは東電が原子力業者の 臨 陶 はないと考えますが、規制委が「適階l■」を認めたことは社会通念上もあり得
ないことで九
規制委は、この批判にどう答えますか?
Q原

“

自犯0"甲囲条 福劇熙発彿■、第⇒はチリ津波(D博0級の自党0研鑑諸調瞬0海水ポンカ 消戦を被るか、
引き潮時は海水取水が不能となるかして、冷却機能を喪失し、          陛があることを指摘して、東電に繰り
返
―

を要求してきました 東葡tその後、「将来予測の津波15。 7イ]について認識する‐方、福島原発建設以
前の津波に対する備えもないことを認識していながら、なんらの対策をとらず、今回事故を招きました  「1(襄Ю 人災」
観



2017年 11明 25日 (土 ) |ずんぱつ 第三種郵便物 No.344

規制委は、福島原発の安全上の最たるこの問題の経緯について、認識していますか?
また、東電が「炉 L溶融=メルトダウИ について、その議 判断基準が災害対策ヤニュアノL/1こ明記されており、そ
れにもとづいて判断してくヽ や義蜘時の3月 14日早朝にメルトダウンと判断されたことが、5年後の201群認月になって明
ら力ヽこされました 期

“

月に「反省と割 選を公表しますが、その中では判断基準があり、炉心溶融に至っていると
認識しながら、だれからもその存在や認識が発信されなかつたことを認めていますししかし、なぜ、そうなつたのかとい
う根本棚桓1凛酵鹿ス慶言及はありません        会で、これら(研副助 明ゞら力ヽこなりましたが、地 真摯
な対応1規られまtん。
規緋梨よ これ言つとつても東電に「適格陶 力`あるというのですか?
Ct規制委設置法成立時、原子炉等規制法に原発の 園 叫0年運転」「      が書き込まれました
私たちは、規制委設置が、物 け クサに紛れて、          に道を開くものと開 してきました
私たちは、規制委が、国際原子力機関の規制幽関の国際基準から大きく馴 していること輸 してきました
私たちは、規制委について、「推進」と「ul」 の相反任務をもつ、日本独自の組織であると批判してきました
規制委は、この間、これらの批判をどのように受け止めてきましたか?

Ⅳ、原発の再稼働について

C、 福島原発事故をめぐる諸問題について何ら基本珈珀鉄 をしていない状況で、国と電力会社は原発の再 稼働へ暴走す
るなんてことはあり得ないことです。事故をめぐる諸問題の解決への取り組みが、事故加害 者の本来の責務ではないで
すか? 原発の再稼働は、福島事故以前より、無責任体制のもとでの再稼働であり、「次の重大事故も日本!?」 の恐れの
強いもので九
これは、私たちが福島原発を経験した実感ですL規制委|よ この住民感情を共有しますか?
②、規制委の新規嘩 彿膳野つの適合随 を合格したからといって、安全の担保はありません。
新基鞠ま、福     検証にもとづくものではありまtM
新基準は、免震重要棟設置などを指摘しますが、即時設置は義務づけられていません。
新基駒ま、胸 J準謝策、い どな酢ンL躇査の線 としていませれ
新基鞠よ ヨーロッパ型軽水炉の「コア・キャッチャー螺湘膝剛物のセラミック受刷D」 の設置を要求していません。
新基準は、世界有数の地震国として      巨大地震(南海トラフ・琉球トラフ勘 、火山国として最大規模のカ
ルデラ型嘆畑あけする盤 はなされていませれ
規制纂ま「世界一の厳しし瑾鉾動といっていますが、日本での原発立地が世界=危険な

のですから、本来はそうあるベ
きもので九 実際には「安全神話」をふりまき事故を招きました。規制委の「世界一の厳しい基準」論は新たな「安全神
詢 て篭L
これらのことは、これまで規制委に申し入れてきたことですが、規制委の回答を改めて要求しま丸
③、米山隆■新湘県矩郭ま、原発事故の原因究朋、事故の健康0生薔ぺ効譲歎 避難計画の三つの検証委員会をスタートさ
せ、三つの検証を強調していま丸
これらのことは、本来、規制委が率先して取り組むべきことで九
④、高レや卿 %の 読終燿が嚇出さに向けて「科学特性マッカ が発表されましたが、地球深部は未知の領域が多
いうえに、「マッ■ には今日の科学の剣竜点さえ図映されないずさんなものですしもともと、これは放射瞬 物の処
理・処分の見通しなく、原発開発に “見切 り発車'した国と電力会社の歴史的責任が改めて問われる間雹で九
原発の再稼働|よ 放射出廃棄物に対する国と電力会社の責任が問われるに
このままでは「毒食わば皿まで」式の無責任さが指摘されますが、規制如よ この説明責任をどう果たすつもりですか?
私たちは、原発の再稼働を直ちにやめることを要求しまづ。

V、 事故対応費、廃炉費用の国民負担について

国1却仔毒社 事故対応費俎。9兆円のうち15。 9兆円を東電の負担や国がもつ東電株の鵜 0賄う枠組みをまとめました
原賠・涯想粛劉報が義境対応費の昨饉引ま、基本は東電の請求にもとづいて国が同機構を通じて東電に交付し、勅 糖
者1瑯 うとされま｀九 国からの交付額は東電と他の原子力却 ■搬負担金として、東電1潮噴担金としても返済して
いま丸
C、 この負担金の中身ですが、同機構は事故対応費は本来、事前に措置すべきものであったが、それを怠っていたから事後
分として電気料金で「後取り」するという前代未間のもので九
勁 「`怠っていた」のではなく、国が原子力損害賠償法成立時、原子力災害の被害額の試算抑 、ヽそれが当時の
国家予算相当額であることを承知しながら、国会審議でもその事実を隠して、措置額を「1事業者当たり50億円(現在1.20
哺 円)」 と意図的に低額にした歴史的「詐欺行為」が背景にあり、この社会的責任が改めて問われるもの観
規制委は、この経過を認めますか?
②、事故却在懃女難熟陣金として国民負担。また「国が前面に出る」とした

一

|」諭匿勁 らヽ支払われま九 つまり、
事故対応費はすべて国民負担とされていま丸
規制委は、認識上、これを認めまつ ?
Q鵬 用についても事情は基本的に同じで九
④、原発開殉ま「国策民営」という国と電力の責任のなすり合う無責任体制で推進されましたが、この事故対応費、廃炉費
の構造にも悪しき無責任体制が貫通していま丸
規制委は、認識上、これを認めますか?

(10)

なお、          「申しヽ向 は省略しま丸

(1,メt_[1)


